指導監査でよくある指摘事項
【運営編】
	
	１．評議員会・評議員の選任

	
	指摘事項
	正しい事務

	（１）
	評議員の招集通知を発出していない。

	招集通知は、評議員会開催前1週間（中７日
間）、定時評議員会であれば２週間（中１４
日間）以上の間隔を空けて発出してくださ
い。また、定款で定めた期間以上前までとす
ることも可能です。


	（２）
	評議員会の決議があったとみなす際
の同意書について、評議員全員もしく
は一部評議員の同意書を法人が取得
していない。

	評議員会のみなし決議の場合は、評議員全員
の同意に係る意思表示の書面または電磁的記録を法人が取得してください。ただし、評議員会では理事、監事からは取得しません。

	（３）
	評議員会の決議及びみなし決議につ
いて、特別の利害関係を有する評議員
が議決に加わっていないか法人が確
認を行っていない。

	評議員会の決議には特別の利害関係を有する評議員が加わることができないため、当該評議員の有無について必ず確認し、その結果を原則議事録に記載してください。また、みなし決議の場合は、法人が同意書等で特別の利害関係の有無を確認してください。


	（４）
	決議が必要な定款変更等の事項について決議が行われていない。

	普通決議は出席者の過半数、特別決議の場合は評議員の３分の２以上の賛成をもって行います。
　・普通決議：特別決議以外の決議（法令及び定款に定める事項）
　・特別決議 
　　①監事の解任
②役員等の損害賠償責任の一部免除
③定款変更
④法人の解散
⑤法人の合併契約の承認


	（５）
	議事録の決議に係る表記について、了承・承認・賛成など、表記が混在していて統一されていない。

	議事録の決議に係る表記を統一することを検討してください。

	（６）
	計算書類及び財産目録の一部が、評議員会で承認されているか議事録に記載されていない。

	計算書類及び財産目録は評議員会の承認が必要です。漏れのないよう承認を受けてください。


	（７）
	評議員に係る誓約書及び申立書を法人が取得していない。

	評議員候補者が欠格事由に該当しないか、誓約書及び申立書を法人が取得し、確認してください。



	（８）
	評議員の就任承諾書を法人が取得していない。

	評議員として選任された者が就任を承諾する旨を、就任承諾書を法人が取得するなどして、確認してください。


	（９）
	実際に評議員会に参加できない者（病気や都合が付かない等）が選任されている。


	今後出席できないと見込まれる場合は新たな評議員を選任するなどの対応を行ってください。


	（10）
	選任関係書類について、評議員候補を選定する理事会の開催後に候補者から取得している。
	誓約書及び申立書は候補者を選定する根拠書類のため、候補者を選定する理事会の開催前に法人が取得し、確認してください。


	
	２．理事会・理事及び監事の選任

	
	指摘事項
	正しい事務

	（１）
	理事会の招集通知を発出してない。

	招集通知は、理事会開催前1週間（中７日間）以上の間隔を空けて発出してください。また、定款で定めた期間以上前までとすることも可能です。


	（２）
	理事会の決議があったとみなす際の同意書について、理事全員もしくは一部理事の同意を法人が取得していない。

	理事会のみなし決議の場合は、理事全員の同意に係る意思表示の書面または電磁的記録を法人が取得してください。また、監事からも取得することが望ましいです。


	（３）
	理事会の招集について、招集通知の省略が理事及び監事全員の同意により行われていない。

	招集通知の省略を行う場合は、理事及び監事全員の同意を得る必要があります。同意の取得・保存については法律上の制限はありませんが、同意書の提出が望ましいです。

	（４）
	理事会の決議及びみなし決議について、特別の利害関係を有する理事が議決に加わっていないか法人が確認を行っていない。

	理事会の決議には特別の利害関係を有する評議員が加わることができないため、当該理事の有無について必ず確認し、その結果を原則議事録に記載してください。また、みなし決議の場合は、法人が同意書等で特別の利害関係の有無を確認してください。

	（５）
	議事録の決議に係る表記について、了承・承認・賛成など、表記が混在していて統一されていない。
	議事録の決議に係る表記を統一することを検討してください。

	（６）
	計算書類及び財産目録の一部が、理事会で承認されているか議事録に記載されていない。
	計算書類及び財産目録は理事会の承認が必要になりますので、漏れのないよう承認を受けてください。


	（７）
	理事、監事の選任に係る誓約書及び申立書を法人が取得していない。

	理事、監事候補者が欠格事由に該当しないか、誓約書及び申立書を法人が取得し、確認してください。


	（８）
	選任関係書類について、理事及び監事候補を選定する理事会の開催後に候補者から提出されている。
	誓約書及び申立書は候補者を選定する根拠書類のため、候補者を選定する理事会の開催前に法人が取得し、確認してください。

	
	３．役員等報酬規程

	
	指摘事項
	正しい事務

	（１）
	役員の勤務形態に応じた区分や支給の方法が規定されていない。

	役員の勤務形態に応じた区分や支給の方法を役員等報酬規程に記載し、評議員会の承認を受けてください。


	（２）
	理事、監事の報酬等が役員等報酬規程に基づいて支給されていない。（みなし決議で支給しないとしているが支給している場合等）

	みなし決議で支給することは可能です。その場合、その旨を役員等報酬規程に記載した上で評議員会の承認を受けてください。

	
	４．登記等

	
	指摘事項
	正しい事務

	（１）
	法人代表者の重任・変更登記及び資産の総額について、指定された期間内に登記されていない。

	代表者の重任・変更登記は変更が生じたときから２週間以内、資産の総額については毎事業年度末日から３か月以内に登記を行ってください。


	（２）
	計算書類等の所轄庁への提出時期が適切でない。

	毎会計年度終了後３か月以内に所轄庁へ提出してください。


	（３）
	法人のホームページ等に掲載されている定款や役員報酬規程が最新のものでない。

	法人のホームページ等に掲載する定款や役員報酬規程は、最新のものを掲載してください。


【会計編】

	
	１．計算書類

	
	指摘事項
	正しい事務

	（１）
（２）
	各計算書類の整合が取れておらず、また、様式が会計基準に沿っていない。
財産目録に係る金額が法人単位貸借対照表と整合していない。

	社会福祉法人会計基準及び社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて（R3.11.12　厚労省発出）、社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項（R3.11.12　厚労省発出）に基づいて、各書類を作成してください。


	（３）
	貸借対照表上の預金現金が、マイナスになっている。

	複数の拠点を１つの通帳で管理している場合など、貸借対照表上での金額がマイナスになっていることがあります。記載方法を変更してください。


	（４）
	拠点区分間の内部取引消去について、事業区分が異なる拠点区分間で内部取引消去を行っている。
	拠点区分間における内部取引消去は、同一の事業区分内で拠点区分間の取引をするものです。左記の場合は、事業区分間の内部取引消去です。

	（５）
	補正予算の金額が、法人の決算書等に反映されていない。
	理事会等で決議された最終補正予算の金額は、決算書に反映させてください。

	
	２．附属明細書

	
	指摘事項
	正しい事務

	（１）
（２）
	作成すべき附属明細書が様式に従って作成されていない。
附属明細書に係る勘定科目と金額が計算書類と整合していない。
	附属明細書は計算書類を説明する役割のため、運用上の取扱いに基づいて様式を作成し、計算書類との整合を取ってください。



	
	３．経理規程・現金預金・小口現金

	
	指摘事項
	正しい事務

	（１）
	経理規程に定められた小口現金の取り扱いと異なる処理が行われている。

	小口現金は現金とは扱いが異なるため、現金元入れは行わないでください。また、小口現金の限度額も経理規程を遵守してください。


	（２）
	小口現金の性質に適さないものを、小口現金で購入していた。

	小口現金は、主に物品等を購入するまで金額が不確定で即座に支払いが必要な場合や急を要する購入の際などに使用します。


	（３）
	小口現金出納帳と各証憑が整合していない。

	購入日と支払日などの日付の関係性が分かるよう記載し、出納帳と証憑を整合させてください。

	（４）
	預金残高証明書と財産目録の預金額が一致していない。

	財産目録は、預金残高証明書等の証憑とも整合を取ってください。また、財産目録の「差引純資産」と貸借対照表の「純資産の部」との整合も取れていることを確認してください。


	
	４．契約関係

	
	指摘事項
	正しい事務

	（１）
	随意契約について、正しい手順で契約が結ばれていない。

	理事会での事前決議や稟議書等で決裁するなど、随意契約の理由を明らかにしたうえで、事前承認を得てください。



	（２）
	土地、建物等について、賃貸借契約が更新されていない。
	借地、借家など、契約期間の更新を行っているか契約書等で確認してください。


	
	５．寄附金品等

	
	指摘事項
	正しい事務

	（１）
	寄附金の受領について、寄附申込書を法人が正しく取得及び保管していない。

	寄附者名、寄附金額、寄附の目的などを明らかにした「寄附申込書」を法人が寄附者から取得し、保管してください。



